
事例報告 地盤と建設

Vol. 24， No. 1. 2006 

山口県宇都市民おける議状化ハザードマップの試作

Liquefaction Hazard Map in Ube， Yamaguchi Prefectllre 

六信久美子包 Kumiko MUTSUNOBU (山口大学大学院理工学研究科)

鈴木素之 Motoyuki SUZUKI (山口大学大学院理工学研究科)

山本哲朗 Tetsuro y，品仏MOTO (山口大学大学院理工学研究科)

新潟県中越地震や福岡県西方沖地震において地般の液状化による被害が多く見られたことは記簡

に新しい.山口県は大規模な地震災害を経験していないが，宇部沖断層群の存在や今後初年以内に

50%の確率で発生すると予想される南海地震に対して事前の地震防災対策が必要である.本研究で

は山口県宇部市主要部の市街地を対象として，既千主の地質調査報告書ーをもとに FL法による液状化簡

易判定を行い，液状化ハザ、ードマップを試作した e また，液状化危険地域の土質・地質について考

察した.本文では3 液状化判定を行ったボーリングデータ 100本のうち，液状化すると判定された

土層がある 64本はほぼ河川流域の沖積層に分布していたことを報告する.

キーワード:液状化，ハザードマップ.0 GIS， FL法，液状化指数PL

1. はじめに

2004年 10月に発生した新潟県中越地震(M6伽 8)において

は，兵庫県南部地震の地表水平加速度をはるかに上回る

1529 galの強し、地震動を記録し，また，震源深さが 10数

kmと浅いこともあり， {主家9 公共施設，道路@鉄道などに

甚大な被害をもたらした.特に，地盤の液状化の被害とし

ては小千谷市や長岡市などで噴叩砂やマンホーノレの浮き上

がりなど広範囲にわたって発生したことが報告されてしミ

る1)

一方3 山口県には 15本の活断層が存在してし、る.この

うち，県東部の岩田断層幣(廿木峠断層，岩国断層，小方一

尾瀬断層)，県西部の菊)11断層帯(菊)11断層)は地震調査研

究推進本部が実施している全国 98断層に含まれている.

また， 2005年 7月に地震調査研究推進本部が調査対象断層

として新たに追加した 12断層には，海底活断層群である

宇部沖断層群が含まれてし、る.これまでに宇部沖断層群を

震源とする地震は 1991年に発生した周防灘地震 0)が

あるが，大きな被害は報告されていない 2) 今後，南海地

震の発生が予測されるなか3 大規模な地震が発生した場合

には，宇部市においても液状化発生の可能性があり，事前

にその危険箇所の所在を把握していくことが大切である

と考えられる‘

本研究の呂的は山口県宇部市の公共工事に伴う既往の

地質調査報告書に対して， F[値およびPL値を用いた簡易予

測を行い，液状化危険地域を特定し 3 宇部市内の液状化ハ

ドマップを作成することである.宇部市の中心部は埋

帆土質構成は複雑ではないことからョ FL法によ

も地盤の液状化可能性を判定ナる

(IGC : C-g) 

なる.将来的には，現在，地理情報システム (GIS)を用い

て個別に進めている山口県内の地質情報や植生分布情報

などと重ね合わせることにより，総合的な環:露地盤情報の

データベース化を行い，防災対策や各種公共事業の計画策

定時の基礎資料として有効活用することを目指iしてし喝.

本文では宇部市内の主要部の液状化ハザードマップの試

作と液状化の危険性がある地域の土質・地質lこっし、て考察

した結果について述..".-..:::た.

2固液状化判定方法

過去 10年聞の主な地震において記録された最大水平加

速度は兵庫県南部地震で 700~800 gaP)，鳥取県西部地震

で400ga1 3) ，芸予地震で 100~400 ga14)であり，通常判定

で用いる設計水平加速度よりも非常に大きな値である.大

規模な内陸直下型地震で、ある兵庫県南部地震では多くの

構造物が被害を受けたため，各機関で耐震設計方法の改訂

が行われた.義一1に諸構造物のi百提語交計指針の→覧を示す.

液状化の判定は宇部市下水道部より提供された既往の地

質調査報告書に対して9 道路橋示方書・問解説V而標設計

編 5)および建築基礎構造設計指針 6)を併用して実施した.

閣寸に本研究における液状化判定のブローチャートを示

今回使用した報告書は 19'18年から 2003年までの宇部

市内の下水道工事などに伴う地質調査報告書である.

に液状化判定が可能な報告書数と液状化判定したボーリ

.判定を行ったボーリングデータは:土

の単位体積重量が記載されてし、ない.これより， Y t ，，2: 16 

~'18 凶に変動させて判定を行ったところ3 最終的な結
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このように，

γv よ~'，"-";I粒経およ

Fcは概略設計等において既存資料を活用して判定せざる

，ごと質分類から概略のf肢を推定すること

5) ただし今回の紛状化判定に供

には各層の物理特牲と N1!直が記載されてL喝ので司上述の

らの物理特性の推定は行、ってし 、

るものが多い 7) 本判定は設計水平加速度αmaxを80，110，

140， 200および 2[10galの5通りに変化
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80gal R L FL 

粘土質砂 。白 2769 O. 1359 2.038 

砂 O. 5714 O. 1500 3.810 
砂磯 O. 3855 0.1563 2.466 

砂磯 9‘087 0.1600 56. 78 

砂 0.4346 O. 1608 2.702 
110gal R L FL 

粘土質砂 O. 2769 O. 1868 1. 482 

砂 0.5714 O. 2062 2.771 

砂礁 0.3855 U. 2149 1. 793 
砂磯 9.087 0.2201 41. 29 

砂 0.4346 U. 2212 1. 965 
14ugal R L FL 

粘土質砂 0.2769 O. 2378 1. 165 

砂 。守 5714 U. 2624 2. 177 
砂磯 O. 3855 O. 2736 1. 409 
砂磯 9守087 O. 2801 32.44 
砂 0.4346 O. 2815 1. 544 

200gal R L FL 

粘土質砂 0.2769 O. 3397 0.8152 
砂 。‘ 5714 O. 3749 1. 524 

砂磯 0.3855 O. 3908 0.9863 
砂磯 9.087 O. 4001 22.71 
砂 0.4346 0.4021 1. 081 

250gal R L FL 

粘土質砂 0.2769 O. 4246 0.6522 
砂 0.5714 0.4686 1. 219 

砂磯 0.3855 0.4885 0.7891 
砂磯 9.087 O. 5001 18. 17 
砂 0.4346 O. 5027 0.8646 

R:動的せん断強度比

L:地震時せん断応力比

FL :液状化に対する抵抗率

。
N償却

図-2 ある地長における各土層の液状化判定結果の一例

険予測であり，地盤全体の液状化の激しさや程度を予測す

ることが難しい.そこで，地盤の液状化の激しさの程度を

表す指標として， FLの値を深さ方向に積分した地盤液状化

指数PL値目)が用いられている
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F= 1-FL 

w(z)= 10一0.5z

(2) 

(3) 

(4) 

Pd[直による液状化判定結果は以下の 4通りである.

PL=O・液状化危険度はかなり低い.液状化に関す

る詳細な調査は一般に不要.

O<PL壬5:液状化危険度は低い.特に重要な構造物の

設計に際しては，より詳細な調査が必要.

5<PL壬15:液状化危険度は高い.重要な構造物に対し

て，より詳細な調査が必要.液状化対策が

一般に必要.

15<PL・液状化危険度は極めて高い.液状化に関す

る詳細な調査と液状化対策は不可避.

2.4 耐震設計上ごく軟弱な土層の判定

一般に，一軸巴縮強さ quが20kPa以下の粘性土および

シノレト質土層は軟弱であるため，地震時に基礎を有効に支

持する効果は期待できない 5) 本研究では既往の地質調査

報告書に対して，現地盤面から 3m以内にある粘性土層お

よびシルト質土層で quが20kPa以下の土層から軟弱な土

層の判定を行った.

3. 液状化判定結果

ある地点における液状化判定結果の一例を図-2に示す.

液状化判定を行ったボーリング地点はGISを用いて宇部市

(図-3)の地図上にプロットした.ここで，前述のように，

ある地点においてFLが1.0以下となる土層が存在した場合，

その土層については液状化するとみなした.液状化判定を

行ったボーリングデータ 100本のうち 14地点は地図デー

タが記載されていなかったため，地図上には 86地点のボ

ーリングデータをプロットしている.図-3にプロットされ

ている地点はα叩 =250galに設定した場合の液状化の判定

結果である.図中の赤丸はFLが1以下の土層が存在したボ

ーリング地点を，青丸は FLが1以下の土)習が存在しなかっ

たボーリング地収を示している.液状化判定地点の分布状

況から，厚東川，真締川の河川流域で地震発生時に液状化

する可能性が高いことが推察される.宇部市の地層は下位

より基盤岩をなす古生代・三郡変成岩類，それらを不整合

に覆う新世代・古第三紀層に属する宇部層群，第四紀層の

洪積層，沖積層のJI慎に形成されている 9)

厚東川流域は上位より埋土，沖積層の砂質土・粘性土お
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図-3 宇部市全体図と FLが 1.0以下の土層が存在した地点の分布図(FL値による判定結果)

よび砂機となり，最下位に宇部央炭層となる地層構成であ

る.沖積層のN値は砂質土層では平均2.1であり，粘性土

層においては平均値がO.8である.また，この地区の平均的

な地下水位は地表面下GL-O.70~2. 00 mの範囲にある.こ

の地域は，厚東川の堆積作用による三角州地帯で，その大

半は藩政時代の干拓地および近年の埋立地であるため 10)

軟弱地盤とみられ，地震発生時には液状化する可能性が高

し、と考えられる.

真締川流域は上位より粘土状のボタを主体とする埋土

層，新世代 ・第四紀層の沖積層，最下位に基盤をなす三郡

変成岩に属する片岩ならびにこれに貫入した蛇紋岩から

成っている.沖積層のN値は砂質土層では平均2.1であり，

粘性土層においては平均値が1.9である.また，この地区

の平均的な地下水位は地表面下GL一O.40~2. 70 mの範囲に

ある.

図-3より， FLが l以下となる土層が存在したボーリング

地点はし、ずれも宇部市内の第四紀の沖積層 11)の領域に分

布している.また，耐震設計上ごく軟弱な土層と判定され

た地点は l地点である.

次に， FLがl以下の土層が存在するボーリング地点を設

計水平加速度別にプロットしたものを図-4に示す.

α叩 =80gal以上で液状化すると判定された土層がある地

点は 19地点と最も多く，集中的に分布している.

次に， PL値による液状化判定の結果を図-5に示す.地図

上にプロットされている地点はα叩 =250galに設定した場

合の液状化危険度が極めて高い(15< PL)と判定された地

点であり，地図データがないものを除くとその数は 52地

点である.FL 11直による判定結果と比較すると，液状化危険

地点数は少なくなったが，分布範囲に大きな違いは見られ

なかった.

4.地震時せん断応力比と動的せん断強度比の関係

図ー6にボーリ ングデータより算出した各ボーリング地

点の判定対象土層の地震時せん断応力比Lと動的せん断強

度比 Rの関係を示す. FL は式(1)で与えられ，図中の R=L

線より右下にプロッ卜された土層は液状化する可能性が

高いことを示す.総データ数は 100であり， α阻 X別にフ。ロ

ットしている.その結果， α阻が 200gal以上から各地点

における判定対象土層で液状化する可能性が高くなる.

R=0.45以上の土層ではαma，=250galとしても R<Lとなら

ず液状化するとは判定されないが，兵庫県南部地震のよう

な地表水平加速度が600galを越えるような非常に5齢 、地

震動が発生した場合には液状化する可能性は十分あるも

のと考えられる.
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図-4 設計水平加速度ご、とのFLが 1.0以下の土層が存在した地点、(FL値による判定結果)

250gal 

図-5PL値による液状化危険地点
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図-6 地震時せん断応力比と動的せん断強度比の関係

5. まとめ

今回，既往の地質調査報告書より液状化判定を行った結

果，判定を行ったボーリングデータ 100本中， FLが 1.0以

下となる土層が存在したボーリングデータは 64本で、あっ

た.また，液状化危険箇所はほぼ河川沿いの沖積層に分布

していることが確認された.αmax=200gal以上から各判定

土層で液状化する可能性が高いことが分かった.ボーリン

グ地点の偏り，土質試験結果の不足など、の問題点が多かっ

たが，本研究の目的である簡易的な般状化予測を行い，液

状化の危険性がある地域を特定し，宇部市内の液状イヒハザ

ードマップを試作することはできたものと考えている.
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